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≪ CEDAW最終見解パラ 18関係（民法改正）≫ 

 

2009年８月７日 
 

女子差別撤廃委員会の最終見解（仮訳）（抜粋） 

 

18. 委員会は，男女共に婚姻適齢を 18歳に設定すること，女性のみに課せられてい

る６カ月の再婚禁止期間を廃止すること，及び選択的夫婦別氏制度を採用すること

を内容とする民法改正のために早急な対策を講じるよう締約国に要請する。さらに，

嫡出でない子とその母親に対する民法及び戸籍法の差別的規定を撤廃するよう締

約国に要請する。委員会は，本条約の批准による締約国の義務は，世論調査の結果

のみに依存するのではなく，本条約は締約国の国内法体制の一部であることから，

本条約の規定に沿うように国内法を整備するという義務に基づくべきであること

を指摘する。 

 

2010年７月 23日 
 

第３次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方（答申）（抜粋） 

 

第２分野「男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革」 

Ⅲ 施策の基本的方向と具体的な取組 

 １ 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し 

   (2) 具体的な取組 

    ③ 家族に関する法制について、夫婦や家族の在り方の多様化や女子差別撤

廃委員会の最終見解も踏まえ、選択的夫婦別氏制度を含む民法改正が必要

である。また、時代の変化等に応じ、家族法制の在り方について広く課題

の検討を行う。 

 

2010年 12月 17日 
 

第３次男女共同参画基本計画（抜粋） 

 

第２分野 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革 

 １ 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し 

  エ 家族に関する法制の整備等 

・ 夫婦や家族の在り方の多様化や女子差別撤廃委員会の最終見解も踏まえ、婚姻

適齢の男女統一、選択的夫婦別氏制度の導入等の民法改正について、引き続き

検討を進める。 

また、再婚の増加等に伴う家族の在り方の多様化、少子化など時代の変化等に

応じ、家族法制の在り方等について広く課題の検討を行う。 
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平成八年二月二十六日 

法制審議会総会決定 

 

民法の一部を改正する法律案要綱 
 

第一 婚姻の成立  

 一  婚姻適齢  

    婚姻は、満十八歳にならなければ、これをすることができないものとする。  

 二  再婚禁止期間  

   １  女は、前婚の解消又は取消しの日から起算して百日を経過した後でなければ、再
婚をすることができないものとする。  

   ２  女が前婚の解消又は取消しの日以後に出産したときは、その出産の日から、１を
適用しないものとする。  

 

第二 婚姻の取消し  

 一  再婚禁止期間違反の婚姻の取消し  

    第一、二に違反した婚姻は、前婚の解消若しくは取消しの日から起算して百日を経
過し、又は女が再婚後に懐胎したときは、その取消しを請求することができないもの
とする。  

 

第三 夫婦の氏  

 一  夫婦は、婚姻の際に定めるところに従い、夫若しくは妻の氏を称し、又は各自の婚
姻前の氏を称するものとする。  

 二  夫婦が各自の婚姻前の氏を称する旨の定めをするときは、夫婦は、婚姻の際に、夫
又は妻の氏を子が称する氏として定めなければならないものとする。  

 

第四 子の氏  

 一  嫡出である子の氏  

    嫡出である子は、父母の氏（子の出生前に父母が離婚したときは、離婚の際におけ
る父母の氏）又は父母が第三、二により子が称する氏として定めた父若しくは母の氏
を称するものとする。  

 二  養子の氏  

   １ 養子は、養親の氏（氏を異にする夫婦が共に養子をするときは、養親が第三、二
により子が称する氏として定めた氏）を称するものとする。  

   ２  氏を異にする夫婦の一方が配偶者の嫡出である子を養子とするときは、養子は、
１にかかわらず、養親とその配偶者が第三、二により子が称する氏として定めた氏
を称するものとする。  

   ３  養子が婚姻によって氏を改めた者であるときは、婚姻の際に定めた氏を称すべき
間は、１、２を適用しないものとする。  

 三  子の氏の変更  

   １  子が父又は母と氏を異にする場合には、子は、家庭裁判所の許可を得て、戸籍法
の定めるところにより届け出ることによって、その父又は母の氏を称することがで
きるものとする。ただし、子の父母が氏を異にする夫婦であって子が未成年である
ときは、父母の婚姻中は、特別の事情があるときでなければ、これをすることがで
きないものとする。  

   ２  父又は母が氏を改めたことにより子が父母と氏を異にする場合には、子は、父母
の婚姻中に限り、１にかかわらず、戸籍法の定めるところにより届け出ることによ
って、その父母の氏又はその父若しくは母の氏を称することができるものとする。  

   ３  子の出生後に婚姻をした父母が氏を異にする夫婦である場合において、子が第三、
二によって子が称する氏として定められた父又は母の氏と異なる氏を称するときは、
子は、父母の婚姻中に限り、１にかかわらず、戸籍法の定めるところにより届け出
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ることによって、その父又は母の氏を称することができるものとする。ただし、父
母の婚姻後に子がその氏を改めたときは、この限りでないものとする。  

   ４  子が十五歳未満であるときは、その法定代理人が、これに代わって、１から３ま
での行為をすることができるものとする。  

   ５  １から４までによって氏を改めた未成年の子は、成年に達した時から一年以内に
戸籍法の定めるところにより届け出ることによって、従前の氏に復することができ
るものとする。  

 

第五 夫婦間の契約取消権 

 第七百五十四条の規定は、削除するものとする。  

 

第六 協議上の離婚  

 一  子の監護に必要な事項の定め  

   １ 父母が協議上の離婚をするときは、子の監護をすべき者、父又は母と子との面会
及び交流、子の監護に要する費用の分担その他の監護について必要な事項は、その
協議でこれを定めるものとする。この場合においては、子の利益を最も優先して考
慮しなければならないものとする。  

   ２  １の協議が調わないとき、又は協議をすることができないときは、家庭裁判所が、
１の事項を定めるものとする。  

   ３  家庭裁判所は、必要があると認めるときは、１又は２による定めを変更し、その
他の監護について相当な処分を命ずることができるものとする。  

   ４  １から３までは、監護の範囲外では、父母の権利義務に変更を生ずることがない
ものとする。  

  二  離婚後の財産分与  

   １ 協議上の離婚をした者の一方は、相手方に対して財産の分与を請求することがで
きるものとする。  

   ２  １による財産の分与について、当事者間に協議が調わないとき、又は協議をする
ことができないときは、当事者は、家庭裁判所に対して協議に代わる処分を請求す
ることができるものとする。ただし、離婚の時から二年を経過したときは、この限
りでないものとする。  

   ３  ２の場合には、家庭裁判所は、離婚後の当事者間の財産上の衡平を図るため、当
事者双方がその協力によって取得し、又は維持した財産の額及びその取得又は維持
についての各当事者の寄与の程度、婚姻の期間、婚姻中の生活水準、婚姻中の協力
及び扶助の状況、各当事者の年齢、心身の状況、職業及び収入その他一切の事情を
考慮し、分与させるべきかどうか並びに分与の額及び方法を定めるものとする。こ
の場合において、当事者双方がその協力により財産を取得し、又は維持するについ
ての各当事者の寄与の程度は、その異なることが明らかでないときは、相等しいも
のとする。  

 

第七 裁判上の離婚  

 一  夫婦の一方は、次に掲げる場合に限り、離婚の訴えを提起することができるものと
する。ただし、(ア)又は(イ)に掲げる場合については、婚姻関係が回復の見込みのない
破綻に至っていないときは、この限りでないものとする。  

     (ア)  配偶者に不貞な行為があったとき。  

    (イ)  配偶者から悪意で遺棄されたとき。  

    (ウ)  配偶者の生死が三年以上明らかでないとき。  

    (エ)  夫婦が五年以上継続して婚姻の本旨に反する別居をしているとき。  

    (オ)  (ウ)、(エ)のほか、婚姻関係が破綻して回復の見込みがないとき。  

 二  裁判所は、一の場合であっても、離婚が配偶者又は子に著しい生活の困窮又は耐え
難い苦痛をもたらすときは、離婚の請求を棄却することができるものとする。(エ)又は
(オ)の場合において、離婚の請求をしている者が配偶者に対する協力及び扶助を著しく
怠っていることによりその請求が信義に反すると認められるときも同様とするものと
する。  
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 三  第七百七十条第二項を準用する第八百十四条第二項（裁判上の離縁における裁量棄
却条項）は、現行第七百七十条第二項の規定に沿って書き下ろすものとする。  

 

 

第八 失踪宣告による婚姻の解消  

 一  夫婦の一方が失踪の宣告を受けた後他の一方が再婚をしたときは、再婚後にされた
失踪の宣告の取消しは、失踪の宣告による前婚の解消の効力に影響を及ぼさないもの
とする。  

 二  一の場合には、前婚による姻族関係は、失踪の宣告の取消しによって終了するもの
とする。ただし、失踪の宣告後その取消し前にされた第七百二十八条第二項（姻族関
係の終了）の意思表示の効力を妨げないものとする。  

 三  第七百五十一条（生存配偶者の復氏等）の規定は、一の場合にも、適用するものと
する。  

 四  第六、一及び二は一の場合について、第七百六十九条（祭具等の承継）の規定は二
本文の場合について準用するものとする。  

 

第九 失踪宣告の取消しと親権  

 一  父母の婚姻中にその一方が失踪の宣告を受けた後他の一方が再婚をした場合におい
て、再婚後に失踪の宣告が取り消されたときは、親権は、他の一方がこれを行うもの
とする。  

 二  子の利益のため必要があると認めるときは、家庭裁判所は、子の親族の請求によっ
て、親権者を他の一方に変更することができるものとする。  

 

第十 相続の効力 

 嫡出でない子の相続分は、嫡出である子の相続分と同等とするものとする。  

 

第十一 戸籍法の改正 

  民法の改正に伴い、戸籍法に所要の改正を加えるものとする。  

 

第十二 経過措置  

 一  婚姻適齢に関する経過措置  

    改正法の施行の際満十六歳に達している女は、第一、一にかかわらず、婚姻をする
ことができるものとする。  

 二  夫婦の氏に関する経過措置  

   １ 改正法の施行前に婚姻によって氏を改めた夫又は妻は、婚姻中に限り、配偶者と
の合意に基づき、改正法の施行の日から一年以内に２により届け出ることによって、
婚姻前の氏に復することができるものとする。  

   ２  １によって婚姻前の氏に復しようとする者は、改正後の戸籍法の規定に従って、
配偶者とともにその旨を届け出なければならないものとする。  

   ３  １により夫又は妻が婚姻前の氏に復することとなったときは、改正後の民法及び
戸籍法の規定の適用については、婚姻の際夫婦が称する氏として定めた夫又は妻の
氏を第三、二による子が称する氏として定めた氏とみなすものとする。  

 三  相続の効力に関する経過措置  

    改正法の施行前に開始した相続に関しては、なお、改正前の民法の規定を適用する
ものとする。  

 四  その他本改正に伴う所要の経過措置を設けるものとする。 


